
事業採択申請書別紙

令和　　　年　　　月　　　日

令和　　年度空き店舗活用商店街支援事業の申請書添付資料として提出します。

事業所名
（商号・屋号）

代表者氏名
（役職）

　（昭和・平成）　　　年　　　月　　　日　　　歳

１　事業内容・出店動機・事業経験等

(２)出店動機

(３)事業内容

①店舗コンセプト（店舗として目指すもの）

②取扱商品・サービスの特徴・強み

③事業のターゲット

④販売促進方法

⑤事業経験

ア 現在の職業

・ 期間 ～

イ 勤務経験 有 ・ 無 ・ 業種

・ 従事内容

・ 期間 ～

ウ 事業主経験 有 ・ 無 ・ 業種

・ 事業内容

事業・資金計画書

事業所住所
〒

連絡先
電話番号

メールアドレス

(１)開業(予定)年月日　　　　令和　　年　　月　　日

生年月日

代表者住所
〒



２　事業分析

(２)【競合環境】ライバル店の動向等

(３)【自己分析】他の事業者に比べて自己の店舗が有利と思われる点、不利と思われる点等

３　営業（経営）体制
⑴　営業時間

　営業時間 備考

※営業日に営業時間を記入（定休日は空欄）

⑵　販売先・仕入先

⑶　事業協力者

氏名 年齢 　　 経営者との関係 住所 勤務先

４　店舗等事業所

建築物の新用途：　　　　　　　　　建築物の旧用途：

月

火

(1)【市場環境】地域、ターゲット、業界の動向、社会情勢等　

曜日

土

日

主な販売先・受注先 主な仕入先・外注先

水

木

金

店舗等事業所所在地 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　（　　　　）

代表者住所
（個人のみ）

※「有」にチェックがある場合は、練馬区福祉のまちづくり推進条例の協議手続きのため、練馬区建築課に対して「事業所住所」
「事業所名」「代表者氏名」「連絡先」「建築物の用途」の情報を提供することに同意したものとみなします。

交
通
機
関

鉄道 　　　　　　　　　　　　　　　線　　　　　　　　　　　　　駅下車　徒歩　　　　　分

バス 　　　　　　　バス停から　　　　　　　行き　　　　　　　バス停下車徒歩　　　　　分

店舗等事業所面積 ㎡
福まち条例

協議の有無※

練馬区福祉のまちづくり推進条例に基づく協議：□　有　□　無

登記上の所在地
（法人のみ）



５　資金計画
　　　　　　資金の調達方法

預金

計

預金以外

計

金融機関等からの借入金

計

B：機械器具・什器備品等

計

店舗改修費補助金（見込額）

計 店舗賃借料補助金（見込額）

C:店舗等取得・敷金・入居保証金 開店経費支援金

計

計

A:店舗賃借料（12カ月分）

計

B:人件費（12カ月分） 　　　　合　計（①＋②＋③＋④）

C:商品・材料等の仕入（12カ月分） ※補助金等の支払は事業完了後となるため、補助が決定した場合でも、

　　補助金が支払われるまでの期間の資金手当が必要です。

D:その他（※年間を通じた費用）

②　小　計（A＋B＋C＋D）

※記入欄が不足する場合は、明細を別紙等に記載してください（様式は問いません）。

経費内訳 金額(千円) 金額(千円)

①
設
備
資
金

A:店舗改修費 　
　
　
　
　
　
①
自
己
資
金

②
借
入
金
等

③
補
助
金
等

④
そ
の
他

①　設備資金小計（A＋B＋C）

②
運
転
資
金

合　計（①＋②）



６　営業開始後の収支計画 （千円）

７　商店街や地域との関係

８　事業の着手状況（該当する項目にチェックをつけてください）

９　今後の事業スケジュール

当初１か月 ６か月目 １２か月目 ２４か月目 36か月目

経
　
費

人件費

備考
（計算根拠等）

売上高①

売上原価（仕入高）②

家賃・地代

そ
の
他

利益（①－②－③）

合　計　③

  商店街や地域への影
  響・効果・貢献意欲

商店会に期待すること

　　物件の賃借について内諾を得ている

　　店舗等の改修について施工業者の目途がたっている

※それぞれ１か月分の見込みを記入すること。

※この表を使用しない場合は、収支予定を示す資料を別途添付すること。

  出店場所として商店
  街を選定した理由

地域のニーズについて

　　事業に必要な資格を取得済みである

　　金融機関等に融資の相談を行っている（融資を受ける場合）

月 月 月 月 月 月

設備•備品購入

店舗改修工事

人材採用

宣伝•広報活動


